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研究成果の概要（和文）： 
ハーバード・カレッジのカリキュラム改革に関する研究成果を基盤として，アメリカの他の

高等教育機関における先進的なカリキュラム改革が，アメリカの大学諸団体によるカリキュラ
ム提言と，相互に影響をあたえながら進行していることを，大学諸団体による多くの提言，報
告書類と，各大学における教育実践との関連によって明らかにした．ハーバードのカリキュラ
ム改革と，アメリカ大学カレッジ協会における議論とは，互いに影響し合っていたと考えられ
る． 
 
研究成果の概要（英文）： 

As the basis of my research results on the curricular reform of Harvard College, 
I had expanded the research scope to advanced curriculums of other universities in the 
U.S.A.  

Research activities and discussions of experts of Association of American Colleges 
and Universities (AAC&U) had been affected the curricular reform of Harvard College. 
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１．研究開始当初の背景 
第二次世界大戦後，ハーバード･カレッジ

の教育を模範として日本の大学に一般教育
が導入されたこと，ハーバード･カレッジが
1970 年代に導入したコア･プログラムが日本
の大学教育に大きな影響を与えてきた．ユニ
バーサル化を迎えている日本の大学教育を
研究するにあたって，アメリカの大学の教養

教育カリキュラムと比較することは不可欠
であり，中でもハーバード大学で現在進めら
れているカリキュラム改革を検証すること
は，社会的関心も高く，多くの研究者から評
価される有意義な研究となっている． 
ハーバード･カレッジがコア・プログラム

を廃止するにあたり，ハーバードは 30 年間
にわたって運用してきたコア・プログラム
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を含めたカレッジ教育の自己評価を行い，
長所と短所を総ざらいした．この中で示さ
れた弱点の多くは，現在の日本の大学教育
にもあてはまるものである． 

近年のハーバード･カレッジの教育に関
する日本の研究者による論考は，30 年間続
けられてきたコア･カリキュラムを好意的
に紹介するものが多く出版されてきた．ま
た，日本の雑誌や新聞に現れるハーバー
ド・カレッジの教育は，理想化しすぎてい
て留学のための受験情報としてさえも疑問
に思える向きがある． 

数少ない例外として，今井重孝（2003）
が1997年のヴァーバ委員会報告を取り上げ，
コア･プログラムの問題点を指摘している． 

研究代表者（2005）は，2004 年 4 月に発
表された教育課程評価委員会報告書を紹介
し，当時のサマーズ学長が主導して策定し
たカレッジコース案について分析を加えた
ものである． 

絹川正吉（2006）は，研究代表者（前掲）
によるハーバードのカリキュラム改革論議
を参照，引用しつつ，日本の大学における
教養教育の現状を詳しく指摘し，評価，Ｆ
Ｄ，組織等の問題点を明らかにした． 

鳥居朋子（2006）には，(1)コア・カリキュ
ラムに関する特質，(2)一般教育カリキュラ
ムの開発プロセス，として二編の論文があ
る．特にカリキュラム改革の論議のプロセ
スに関する分析を行っており，ハーバード
における合意形成に関する新たな知見を提
供した． 

これに加え研究代表者（2008）は，ハー
バードにおける改革論議の決着を受け，
2009 年秋から全面実施を予定している新し
い一般教育プログラムの特徴と，5年間にわ
たる改革論議に分析を加え，カリキュラム
構成のプロセスを明らかにしようと試みた． 
研究代表者の 2 点の論文は，上述した以外

にも江原武一（2008），日本学術会議提言「21
世紀の教養と教養教育」(2010)等にも引用さ
れ，現在の改革に関する最新の基礎資料とし
て取り上げられている． 
 
-- 
今井重孝（2003）「ハーバード大学」有本章

編『大学のカリキュラム改革』玉川大学
出版部，pp. 251-263. 

江原武一（2008）「アメリカの学部教育の現
状」『立命館高等教育研究』第 6号，pp. 
59-70. 

絹川正吉（2006）「研究大学における教養教
育」『名古屋大学高等教育研究』第 6 号，
pp. 171-194. 

研究代表者（2005）「ハーバードのカリキュ
ラム改革：コア･カリキュラムからカ
レッジコースへ」『大学教育学会誌』

27(1)号, pp. 131-137. 
研究代表者（2008）「ハーバードのカリキュ

ラム改革--5 年間の軌跡」『大学教育学会
誌』30(1)号, pp. 96-102. 

鳥居朋子（2006）「ハーバード大学における
学士課程教育カリキュラム」『大学にお
ける教養教育カリキュラムの比較研究』
名古屋大学高等教育研究センター,pp. 
135-146. 

 
２．研究の目的 
ハーバード･カレッジで 2009 年秋より本格

実施している新しい教養カリキュラムにつ
いて，科目選択の実態，課程運用上の詳細，
教員と学生の意識等に関する調査を行い，新
カリキュラムの有効性について分析する． 
社会的にも関心の高いハーバードにおい

て，新カリキュラムの運用実態を詳らかにす
ることは多くの研究者から期待されており，
比較研究の手法を使うことにより大学教育
改革の課題を明確にすることを目的とする． 
 

３．研究の方法 
ハーバードに関する研究成果を基盤とし

て，アメリカの他の高等教育機関における先
進的なカリキュラムに研究範囲を拡げると
ともに，国際比較の視点を取り入れることに
よって，日本の大学教育改革について比較･
検討を行った． 
特にアメリカの大学諸団体の活動に焦点

を当て，大学団体によるカリキュラム提言と，
各大学におけるカリキュラム改革が，相互に
影響をあたえながら進行していることを，大
学団体による諸提言，報告書類と，各大学に
おける教育実践との関連について，文献調査，
報告書の翻訳，現地調査によって明らかにし
た． 
年１回のアメリカ現地調査に加え，カリ

キュラム研究会を研究者および大学院生と
月例開催して翻訳作業等の進捗を図るとと
もに，学会誌および学内紀要に研究成果の一
部を投稿した． 
 
４．研究成果 
ハーバード・カレッジのカリキュラム改革

に関する研究成果を基盤として，アメリカの
他の高等教育機関における先進的なカリ
キュラムに研究範囲を拡げることとした．特
にアメリカの大学団体によるカリキュラム
提言と，各大学におけるカリキュラム改革が，
相互に影響をあたえながら進行しているこ
とを，大学団体による諸提言，報告書類と，
各大学における教育実践との関連について
明らかにした． 
ハーバード･カレッジのカリキュラム改革

論議は，アメリカ大学カレッジ協会(AAC&U)
により組織された「より大きな期待」専門家



 

 

委員会（2000-2006 年），LEAP 全米リーダー
会議（2005 年-）と時期を同じくしており，
ハーバードも加盟する AAC&U での調査活動や
専門家同士の議論は，どちらが先ということ
でもなく互いに影響し合っていたと考えら
れる． 
なかでもハーバードのカレッジコース案

（2004 年）は，従来の一般教育やコアプログ
ラムに関するカリキュラムの論議が，科目の
組み合せとその必修単位数，選択必修方式，
卒業要件の中の割合といったカリキュラム
の外形を対象としていたのに対して，学生の
学習に関心の基礎を置いた上で教育／学習
方法の変更を求めるという AAC&U の提起と軌
を一にしたものであり，学習成果の重視，国
外経験，キャンパス外学習，卒業研究等の具
体的提案も含まれていた． 
ハーバード･カレッジにおいてカレッジ

コース案は実現しなかったが，学習成果の重
視，学生の学習経験をカリキュラムに組み込
むという AAC&U の提言は，全米各地の中小規
模大学やコミュニティーカレッジ，中等教育
で実践されてきた教育・学習実践を吸収して
集大成したものである．従来の大学カリキュ
ラムがハーバードやシカゴ大学のような伝
統校，大規模校を模倣（モデル）することに
よって，カリキュラムの質を保証しようとし
ていたのに対し，現在の大学カリキュラム論
議の大勢は，ユニバーサル化した大学におけ
る非伝統的学生の教育・学習要求に対応した，
中小規模大学やコミュニティーカレッジの
実践をモデルとしている． 

AAC&U の取り組みや提言を，日本の大学に
そのまま当てはめることはできないであろ
うが，AAC&U の学習経験を重視した諸提言と，
ハーバードをはじめとする加盟大学におけ
る実践を視野に入れることは，日本の大学に
おいて共通学習成果を設定し，カリキュラム
を検討する際に有益な示唆を与えるであろ
う． 

 
(1) ハーバード・カレッジの改革研究 
 ハーバード・カレッジのカリキュラムに関
する調査を文献資料，WEB 上の資料，大学教
員との電子メールによるインタビュー等を
通じて行った．ハーバード・カレッジのカリ
キュラムに関する論文(2008)が日本学術会
議提言「21 世紀の教養と教養教育」(2010)
に引用されたことから，多数の学会，研究会
等において研究報告を行うとともに，多数の
研究者，大学関係者と研究交流を行った． 
 
(2) カリキュラム開発に係る分担翻訳 
 土持ゲーリー法一監訳による L.D.Fink 著
『学習経験をつくる大学授業法』(2011)の翻
訳を分担した． 
 

(3) 教育開発に係る分担執筆 
 岩崎保道編著による『大学政策論』（2011）
の第 8 章「ＦＤ」と第 11 章「諸外国の高等
教育制度」を分担執筆した． 
 
(4) 教育開発活動に関する事例研究 
 2009-2010 年に取り組んだ教育開発活動に
関する事例研究を行い，学会誌(2011)に審査
付き掲載された．さらに事例研究に基づいて，
多くの研究会で研究成果報告を行った． 
 
(5) 全米大学調査の分析 
 全米大学理事・卒業者協会（ACTA）による
カリキュラムに関する各種提言・調査報告類
を翻訳し，比較，分析を行い，研究成果報告
を学内紀要（2012）に掲載した． 
 
(6) カリキュラム提言の分析 
 アメリカ大学カレッジ協会（AAC&U）によ
るカリキュラムに関する各種提言・調査報告
類を翻訳し，比較，分析を行った．研究成果
報告を学内紀要（2013）に掲載した． 
 
(7) アメリカ現地調査 
 ハーバード大学，ボストンカレッジ（2010
年），サンフランシスコ州立大学，カリフォ
ルニア大学バークレー校等(2011 年)，ポート
ランド州立大学，オレゴン州立大学（2012 年）
において，先進的なカリキュラム開発に関す
る現地調査，資料収集を行った．教育開発に
携わる大学教員にインタビューをするとと
もに，教員研修および少人数ゼミナールを見
学することができた． 
 
(8) 海外の大学教育開発者との研究交流 
 アメリカ，ベルギー，ポーランドの大学教
育開発担当者と研究交流を行い，先進事例を
把握するとともに，国際比較の検討を行った．
さらに海外の大学教育開発担当者の研究会
（POD，ICED）等の所属研究者間のネットワー
クを利用した調査を行った． 
 
(9) カリキュラム研究会の定例開催 
研究者，大学院生，大学職員とともに月例

カリキュラム研究会を開催し，『学習経験を
つくる大学授業法』(2011)の講読，アメリカ
の大学カリキュラムに関する情報交換を行
うとともに，日本の大学カリキュラムとの比
較，検討を行った． 
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